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アジア経済法令ニュース No.24-45 

 添付法令資料 1： 韓国法院組織法（目次） 

 添付法令資料 2： 中国两用物项出口管制条例（目次） 

 添付法令資料 3： 電力インフラストラクチャー開発のための国産品の使用に関する 

  2024年7月30日付インドネシア共和国エネルギー鉱物資源大臣規則 

  No. 11（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナム信用組織法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2024 年 11 月 8 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告大阪労働局最低賃金公示第 3 号、

兵庫労働局最低賃金公示第 5 号、島根労働局最低賃金公示第 2 号、福岡労働局

最低賃金公示第 2 号） 

24.10.29 公布 

2 金融商品取引業等に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（内閣府令

第 89 号） 

24.10.30 公布／24.11.01 施行 

3 犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則の一部を改正する命令（内

閣府・総務省・法務省・財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土

交通省令第 4 号） 

24.10.30 公布／24.11.01 施行 

4 対内直接投資等に関する命令の一部を改正する命令（内閣府・総務省・財務

省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省

令第 9 号） 

24.10.30 公布／24.11.01 施行 

5 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則の一部を改正する省令（環境省

令第 27 号） 

24.10.31 公布／同日施行 

6 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告北海道労働局最低賃金公示第 4

号、埼玉労働局最低賃金公示第 2 号ないし第 6 号、島根労働局最低賃金公示第

3 号） 

24.10.31 公布 

7 電気事業法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 73 号） 

24.10.31 公布／24.11.01 施行 

8 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告北海道労働局最低賃金公示第 5

号、兵庫労働局最低賃金公示第 7 号） 

24.11.01 公布 

9 道路交通法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令（政令第
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334 号） 

24.11.01 公布／25.03.24 施行 

10 道路交通法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等及び

経過措置に関する政令（政令第 335 号） 

24.11.01 公布／25.03.24 施行 

11 道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 97 号） 

24.11.01 公布／25.03.24 施行 

12 犯罪による収益の移転防止に関する法律施行規則及び犯罪による収益の移転

防止に関する法律施行規則及び疑わしい取引の届出における情報通信の技術の

利用に関する規則の一部を改正する命令の一部を改正する命令（内閣府・総務

省・法務省・財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省令第

5 号） 

24.11.01 公布／25.03.24 施行 

13 不動産特定共同事業法施行規則の一部を改正する命令（内閣府・国土交通省

令第 8 号） 

24.11.01 公布／同日施行 

14 肥料を登録した件（農林水産省告示第 1965 号） 

24.11.05 公布 

15 最低賃金の改正決定に関する公示（官庁報告島根労働局最低賃金公示第 4 号

及び第 5 号） 

24.11.05 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于广州花都经济开发区等 4 个省级开发区升级为国家级经济技术开发区的复

函 

24.10.27 公布 国务院办公厅 国办函[2024]83 号 

2 关于加快完善生育支持政策体系推动建设生育友好型社会的若干措施 

24.10.19 公布 国务院办公厅 国办发[2024]48 号 

3 外国投资者对上市公司战略投资管理办法 

24.11.01 公布 商务部等令 2024 年第 3 号／24.12.02 施行 

4 在产在售“无有效期和无产品技术要求”保健食品集中换证审查要点 

24.10.30 公布 国家市场监督管理总局公告 2024 年第 49 号／同日施行 

5 工业和信息化领域数据安全事件应急预案（试行） 

24.10.29 公布 工业和信息化部 工信部网安[2024]214 号／24.11.01 施行 

6 关于适用《M12：药物相互作用研究》国际人用药品注册技术协调会指导原则

及问答文件的公告 

24.10.29 公布 国家药品监督管理局公告 2024 年第 130 号 

7 关于修改部分规章的决定 

24.10.28 公布 海关总署令第 273 号／24.12.01 施行 

8 关于大力实施可再生能源替代行动的指导意见 

24.10.18 公布 国家发展和改革委员会等 发改能源[2024]1537 号 

9 关于发布《柠檬酸工业水污染物排放标准》等三项国家污染物排放标准修改单

的公告 
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24.10.26 公布 生态环境部公告 2024 年第 25 号／24.12.01 施行 

10 关于贯彻实施《城市公共交通条例》的通知 

24.10.24 公布 交通运输部 交运发[2024]129 号 

11 入河排污口监督管理办法 

24.10.16 公布 生态环境部令第 35 号／25.01.01 施行 

12 关于原产于美国、沙特阿拉伯、马来西亚和泰国的进口乙醇胺所适用反倾销措

施的期终复审裁定公告 

24.10.29 公布 商务部公告 2024 年第 44 号／24.10.30 施行 

13 关于修改部分规章的决定 

24.10.22 公布 中国人民银行令[2024]第 5 号／25.01.01 施行 

14 市场监管执法行为规范 

24.10.18 公布 国家市场监督管理总局 国市监稽发[2024]98 号／同日施行 

15 商标侵权案件违法经营额计算办法 

24.10.14 公布 国家知识产权局等 国知发保字[2024]34 号／同日施行 

16 关于引导网络交易平台发挥流量积极作用扶持中小微经营主体发展的意见 

24.10.18 公布 国家市场监督管理总局 国市监网监发[2024]96 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于规范商业银行、信用社代理国库相关业务使用会计科目的通知 

24.10.25 公布 中国人民银行 银发[2024]196 号／24.12.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 关于印发商业银行实施资本计量高级方法申请及验收规定的通知 

24.11.01 公布 国家金融监督管理总局 金规[2024]16 号／同日施行 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦における中小企業の発展に関するロシア連邦法律第 24.1条への変

更の導入に関するロシア連邦法律第 2 条へ変更を導入することに関する 2024

年 6 月 12 日付ロシア連邦法律 No.142-FZ 

2 抵当権（不動産担保）に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2024

年 6 月 12 日付ロシア連邦法律 No.140-FZ 

公布の日から 90 日経過後に施行 

3 クリアリング、クリアリング活動及びセントラル・カウンターパーティに関

するロシア連邦法律第 4 条及び第 18 条への変更の導入に関する 2024 年 6 月

12 日付ロシア連邦法律 No.141-FZ 

公布の日から施行 

4 ロシア連邦刑法典への変更の導入に関する 2024 年 6 月 12 日付ロシア連邦法

律 No.133-FZ 

5 ロシア連邦民事訴訟法典への変更の導入に関する 2024 年 6 月 12 日付ロシア

連邦法律 No.135-FZ 
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2024 年 9 月 1 日から施行 

6 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2024 年 6 月 22 日付ロシア連

邦法律 No.144-FZ 

  （注）第 4 条は、工業デザイン、無人航空機等に関する変更の導入を定める。 

一部を除き、2024 年 7 月 1 日から施行 

7 行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2024 年 6

月 22 日付ロシア連邦法律 No.152-FZ 

  （注）外国ホールディング会社が所有する経済的に重要な組織に係る持分等

を間接的に保有するロシア連邦市民等の申請義務違反に対する制裁等を定め

る。 

公布の日から施行 

8 ロシア連邦内における移動の自由並びに滞在及び居住に係る場所の選択に対

するロシア連邦市民の権利に関するロシア連邦法律第 3 条への変更の導入に関

する 2024 年 6 月 22 日付ロシア連邦法律 No.156-FZ 

公布の日から施行 

9 ロシア連邦租税法典第 1 部第 5 条及び第 2 部への変更の導入に関する 2024

年 6 月 22 日付ロシア連邦法律 No.148-FZ 

2024 年 7 月 1 日から施行 

10 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 鉄道法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 07/VBHN-VPQH 号合一文書 

2 投資法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 08/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 人民公安法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 18/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 費用及び手数料法を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 09/VBHN-VPQH 号合一文書 

5 刑事訴訟法典を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 10/VBHN-VPQH 号合一文書 

6 民事訴訟法典を合一する合一文書 

国会事務局の 2024 年 9 月 16 日付第 11/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 個別消費税法施行令一部改正令 

24.10.31 公布 大統領令第 34976 号／24.11.01 施行 

2 交通・エネルギー・環境税法施行令一部改正令 

24.10.31 公布 大統領令第 34977 号／24.11.01 施行 

3 補助金管理に関する法律施行令一部改正令 

24.11.05 公布 大統領令第 34979 号／同日施行 

4 国家財政法施行令一部改正令 
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24.11.05 公布 大統領令第 34980 号／同日施行 

5 地方教育財政交付金法施行令一部改正令 

24.11.05 公布 大統領令第 34981 号／一部を除き、同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Income Tax Act 1947 - Income Tax (AT Holdings Pte. Ltd. — Section 13(12) 

Exemption) Order 2024 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 1 

November 2024.; No. S 846/2024 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  EXECUTIVE ORDER NO. 72, S. 2024 

  ADOPTING AN INTEGRATED AND HARMONIZED PROCESS FOR 

FORMULATION, APPROVAL, BUDGETING, IMPLEMENTATION, AND 

MONITORING OF MASTER PLANS FOR THE INFRASTRUCTURE 

SECTOR 

24.10.28 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から直ちに施

行 

2 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  MEMORANDUM CIRCULAR NO. 72, S. 2024 

  ADOPTING THE NATIONAL HUMAN RESOURCES FOR HEALTH 

MASTER PLAN 2020-2040, AND DIRECTING THE IMPLEMENTATION 

THEREOF 

24.10.28 付／直ちに施行 

3 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  EXECUTIVE ORDER NO. 73, S. 2024 

PRESCRIBING THE NEW RATES AND INDICES OF OVERSEAS, LIVING 
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QUARTERS, REPRESENTATION, FAMILY, AND EDUCATION 

ALLOWANCES OF FOREIGN SERVICE PERSONNEL 

24.10.30 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から直ちに施

行 

4 OFFICE OF THE PRESIDENT  

  PROCLAMATION NO. 729, S. 2024 

  DECLARING SUNDAY, 27 JULY 2025, AS A SPECIAL (NON-WORKING) 

DAY THROUGHOUT THE COUNTRY 

24.10.30 付 

5 INTELLECTUAL PROPERTY OFFICE  

  IPOPHL MEMORANDUM CIRCULAR NO. 2024-044 

  GUIDELINES IN THE REVIEW AND COMPLIANCE PROCEDURES IN 

THE FILING AND SUBMISSION OF STATEMENT OF ASSETS, 

LIABILITIES, AND NETWORTH (SALN) AND DISCLOSURE OF 

BUSINESS INTEREST AND FINANCIAL CONNECTIONS 

24.10.30 付／直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 チュルク諸国機構の加盟国政府間におけるデジタル経済分野の協力に関する

協定の署名に関するカザフスタン共和国政府決定 

2024 年 11 月 1 日付 No.916／署名の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 2024 年ないし 2025 年間における共和国での電気自動車の利用インフラの拡

大に係る共同措置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2024 年 11 月 1 日付 No.732／同月 4 日施行 

2 いくつかのウズベキスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウズ

ベキスタン共和国法律 

2024 年 11 月 5 日付 No.ZRU-991／同日施行 

3 財務報告の提出期間及びその構成並びに内容に関する規則の承認に関するウ

ズベキスタン共和国経済財務相の命令 

2024 年 10 月 8 日付 No.181 同年 11 月 4 日法務省登録 No.3567／2025 年

1 月 1 日から施行 
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4 地下資源に関するウズベキスタン共和国法律 

2024 年 10 月 31 日付 No.ZRU-987／2025 年 2 月 2 日から施行 

5 ロシア語国際機構の設置に関する協定の批准に関するウズベキスタン共和国

法律 

2024 年 10 月 31 日付 No.ZRU-986／同日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 添付法令資料 

   1 韓国法院組織法（目次） 

   2 中国两用物项出口管制条例（目次） 

   3 電力インフラストラクチャー開発のための国産品の使用に関する 2024 年 7

月 30日付インドネシア共和国エネルギー鉱物資源大臣規則 No. 11（目次） 

   4 ベトナム信用組織法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 
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森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：越南法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

本間 朋信  弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 
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松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


